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はじめに

山口大学教育学部では「学部・附属共同プロジェクト」という取組がなされており、教育学部の附属学

校教員と大学教員とが連携して共同研究を実践している。筆者らは、筆者の１人の藤上をリーダーとして、

2018 年度、2019 年度、2021 年度の３年間、学部・附属共同プロジェクトにおいて「授業づくり支援プロジェ

クト」を実践した。これらのプロジェクトでは、附属山口小学校と附属光小学校で生活科・総合的な学習の

時間を実践研究している附属学校教員と、生活科・総合的な学習の時間に関わる大学教員が、授業を参観し、

授業について話し合い、振り返りを行ってきた (藤上ほか，2019・2020・2022a・2022b)。

2022 年度においても、「授業づくり支援プロジェクト」を実践し、附属学校教員と大学教員の協働体制を

持続・発展させることにした。

なお、附属山口小学校では 2018 年度に文部科学省の研究開発学校の指定を受け、研究開発課題である「価

値の創出と受容、転移をコアにした教科融合カリキュラムの開発～「創る科」の創設を通して～」に取り組

み、新教科「創る科」を創設し、本年度（2022 年度）まで、この「創る科」の授業を実践し、研究している。

「創る科」の目標は「価値を創出と受容、移転させる学習を通して、よりよく生きるための基盤となる汎

用的スキルを養う。」である（山口大学教育学部附属山口小学校，2022）。つまり、「創る科」は文部科学省（2018）

の『小学校学習指導要領（平成 29 年告示）』に示されていない授業である。

１．プロジェクトの目的と構成メンバーと役割

本稿では「授業づくり支援プロジェクト」をプロジェクトと以下に称する。プロジェクトの１つの目的は、

これまで築いてきた協働体制を持続・発展させることである。また、２つめとして、生活科・総合的な学習

の時間の本来的な存在意義と現代的意義について議論し、附属学校として提案性のある授業に取り組んでい

くことである。プロジェクトの構成メンバーと役割を表１に示す。

＊１ 山口大学大学院教育学研究科教職実践高度化専攻　＊２ 山口大学教育学部附属光小学校　＊３ 山口大学教育学部附属山口小学校

＊４ 山口大学教職センター　＊５ 前 山口大学大学院教育学研究科教職実践高度化専攻　＊６ 山口大学教育学部小学校総合選修
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表１　プロジェクトの構成メンバーと役割

２．プロジェクトの概要と研究の目的

プロジェクトでは１回目の活動～ 10 回目の活動（活動①～活動⑩）を 2022 年７月 29 日～ 2023 年１月

27 日に行った。プロジェクトの活動内容を表２に示す。

筆者の１人である久保田はプロジェクトの構成メンバーであり、附属山口小学校において総合的な学習の

時間の実践研究を行っている（表１）。久保田は、表２に示した 10 回のプロジェクトの活動中８回の活動（活

動①，活動②，活動③，活動④、活動⑤、活動⑥、活動⑦、活動⑩）に参加した。また、その中の３回の活

動（活動⑤、活動⑥、活動⑦）において授業を実践し、公開した。活動⑦において、話し合いの題材にした

授業のようすを図１に示す。活動③のフィールドワークのようすを図２に示し、活動⑧の話し合いのようす

を図３に示す。ちなみに、活動⑧に久保田は参加していない。

本研究の目的は、プロジェクトに参加した久保田の意識を明らかし、プロジェクトの有効性について議論

することである。

表２　プロジェクトの活動内容
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マスキング：児童のネームプレート

図１　活動⑦において話し合いの題材にした授業のようす

図２　活動③のフィールドワークのようす 図３　活動⑧の話し合いのようす
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３．調査の方法

前述したように筆者の１人の久保田の意識を明らかにする目的で２つの質問紙（質問紙Ａ，質問紙Ｂ）を

作成した。

質問紙Ａでは「問１」と「問２」を設定した。「問１」では「プロジェクトの活動後、プロジェクトの活

動内容に対するあなたの気持ちを教えてください。質問項目「勉強になった」において、当てはまる番号に

○を１つ付けてください。」と記して、質問項目「勉強になった」を設定し、５件法で回答を求めた。５件

法は「5：とても当てはまる，4：だいたい当てはまる，3：どちらともいえない，2：あまり当てはまらない，

1：まったく当てはまらない」とした。また、「問２」では「問１でそのように回答した理由を書いてくださ

い。」と記して、記述欄を示した。質問紙Ａを用いた調査は、８回の活動（活動①，活動②，活動③，活動④、

活動⑤、活動⑥、活動⑦、活動⑩）を終了した後にそれぞれ行った。

質問紙Ｂでは「問１」と「問２」を設定した。「問１」では「総合的な学習の時間の『授業を実践する自

信の程度』を０％、10％、20％・・・100％の中から１つ選択し、その数値を（　　）に記入して示してく

ださい。」と記して、記入欄「（　　）％」を示した。また、「問２」では「問１でそのように回答した理由

を書いてください。」と記して、記述欄を示した。質問紙Ｂを用いた調査は、プロジェクトを開始する前（活

動①を行う前）とプロジェクトを終了した時（活動⑩を終了した後）に行った。

４．分析の結果と考察

４－１　質問紙Ａについて

質問紙Ａの「問１」と「問２」の結果を表３に示す。なお、「問１」で選択された選択肢が「5：とても当

てはまる」であれば５点、「4：だいたい当てはまる」であれば４点、「3：どちらともいえない」であれば３

点、「2：あまり当てはまらない」であれば２点、「1：まったく当てはまらない」であれば１点とし、これを

表３において「意識」と表記した。表３の「意識」をみると、各活動における得点は５点であった。このこ

とは、各活動に対して良好な意識をもったことを示している。記述の内容をみると、各活動の話し合いを通

して、総合的な学習の時間について理解を深めたり、考えを深めたりしたようすをうかがい知ることができる。

表３　活動に対する意識（「勉強になった」）と記述の内容
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４－２　質問紙Ｂについて

質問紙Ｂの「問１」の結果を表４に示す。表４をみると「授業を実践する自信の程度」がプロジェクトを

開始する前（活動①を行う前）に 30％であったが、プロジェクトを終了した時（活動⑩を終了した後）に

70％になっていることが分かる。このことから、プロジェクトを実践した結果、「授業を実践する自信の程度」

が高まったといえる。このことは、「授業を実践する自信の程度」の向上にプロジェクトの活動が有効に機

能したことを示している。

質問紙Ｂの「問２」の結果を表４に示す。表４をみると、プロジェクトの終了時の記述に「総合的な学習

の時間の探究の過程ごとに、子どもが働かせる見方・考え方について理解を深めることができた。また、授

業中、子どもが見方・考え方を働かせた姿や言葉を具体的に想像し、捉えることができるようになった。」

という記述がみられる。この記述から、授業中に子どもが働かせる見方・考え方について理解が深まり、授

業中に見方・考え方を働かせている子どもの様態を想像し、事前に（授業前に）捉えることができるようになっ

たことをうかがい知ることができる。また、「『想像した子どもの姿や言葉』と『授業における実際の子ども

の姿や言葉』を比較し、検討することで、探究的な見方・考え方を働かせることへの理解をさらに確かなも

のにすることができた。」という記述がみられる。この記述から、事前に（授業前に）想定した見方・考え

方を働かせている子どもの様態と授業中の子どもの様態とを比較し、検討することで実践した授業について、

見方・考え方を働かせるという視点から内省できるようになったことをうかがい知ることができる。ちなみ

に、上記の内容は「授業を実践する自信の程度」が向上した要因といえる。

表４　プロジェクトを開始する前と終了した時の「授業を実践する自信の程度」と記述の内容

おわりに

本研究では、2022 年度の山口大学教育学部の学部・附属共同プロジェクト「授業づくり支援プロジェクト」

−87−



を実践し、プロジェクトに参加した久保田の意識を明らかし、プロジェクトの有効性について議論した。

その結果、以下の２つのことが明らかになった。

① 　各活動に対して良好な意識をもったことが示された。さらに、各活動の話し合いを通して、総合的な学

習の時間について理解を深めたり、考えを深めたりしたようすをうかがい知ることができた。

② 　プロジェクトを実践した結果、「授業を実践する自信の程度」が高まったことが示され、「授業を実践す

る自信の程度」の向上にプロジェクトの活動が有効に機能したことが明らかになった。「授業を実践する

自信の程度」が高まった要因して「授業中に子どもが働かせる見方・考え方について理解が深まり、授業

中に見方・考え方を働かせている子どもの様態を想像し、事前に（授業前に）捉えることができるように

なったこと」、また、「事前に（授業前に）想定した見方・考え方を働かせている子どもの様態と授業中の

子どもの様態とを比較し、検討することで実践した授業について、見方・考え方を働かせるという視点か

ら内省できるようになったこと」をうかがい知ることができた。

本研究では、前述したようにプロジェクトに参加した久保田の意識を明らかし、プロジェクトの有効性に

ついて議論した。プロジェクトに参加した附属学校教員は、久保田の他に、徳永、志賀、大塚の３名がおり、

それぞれの意識については明らかになっていない。今後も「授業づくり支援プロジェクト」を実践し、附属

学校教員と大学教員の協働体制を持続・発展させ、プロジェクトの有効性について議論する必要がある。

付記

本稿は、山口大学教育学部附属教育実践総合センターによる「2022 年度学部・附属共同プロジェクト～

学校危機や困難を乗り越える学部・附属の連携・協働～」に採択された「授業づくり支援プロジェクト」の

成果の一部をまとめたものである。
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